
第１５回

東近江市都市計画審議会

議 案 書

平成 26年 10月 1日（水）午後 1時 30分～
東近江市役所 新館 313会議室
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議案第１号 東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部

改正について（諮問）

議案第２号 近江八幡八日市都市計画蒲生大塚工業団地地区計画〈東近江市決定〉

の決定について(付議)

議案第３号 近江八幡八日市都市計画尻無町東畑地区計画〈東近江市決定〉の決定

について(付議)
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第 14回東近江市都市計画審議会議決事項の報告

平成 26年 4月 18日に開催した第 14回東近江市都市計画審議会において審議した議
案については、平成 26年 4月 25日付けで東近江市長に議決のとおり答申しました。

議案第１号 東近江市景観計画の変更につき、意見を求めることについて(諮問)

案を適当と認める。（東都計審第１号で答申）

〈意見〉

・ 東近江市景観審議会で付された意見を尊重し事業の推進を図られたい。

〈参考〉

告示 平成 26年 5月 27日 東近江市告示第325号
施行 平成 26年 8月 1日
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議案第１号

東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部改正について(諮問)

このことについて、別紙のとおり東近江市長から諮問されましたので、審議願います。

平成２６年１０月１日

東近江市都市計画審議会

会 長 森 川 稔
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東 都 計 第２ ６ ０号

平成２６年９月１２日

東近江市都市計画審議会

会長 森 川 稔 様

東近江市長 小椋 正清

東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部改正について(諮問)

このことについて、東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部を改正

しようとするので、東近江市都市計画審議会条例（平成 17年条例第 203号）第２条第２号の規定に
基づき、審議会の意見を求めます。
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東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部改正について（案）

（適用区域の制限）

第５条 １１号の次に次の号を追加し、以下を繰り下げる。

(12)土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12年法律第 57号）
第 8条第 1項に規定する土砂災害特別警戒区域
(13) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 6条第 1項に規定する
土砂災害警戒区域。

（解説）

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下、「土砂災害防止法」と

いう。）は、土砂災害から住民の生命、身体を守ることを目的に平成 13 年に施行されたもので、土
砂災害防止法第 8条第 1項の規定による土砂災害特別警戒区域は、都市計画法施行令第 8条第 1項
第 2 号ロにおいて規定される「溢水、湛水、津波、高潮等による災害の発生のおそれのある土地の
区域」に含まれるため、市街化区域には含まないとされる区域である（都市計画運用指針）。

現行の運用基準では、都市計画運用指針の取り扱いにより、土砂災害特別警戒区域を第 5 条第 1
号に含め運用してきたが、砂防三法の砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜崩壊危険区域と同様に

明文化することにより、適用区域の制限を明らかにしようとするものである。

また、土砂災害防止法第 6 条第 1 項に規定される土砂災害警戒区域、いわゆるイエローゾーンに
ついても、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危害が生じるおそれがある

と認められる区域であり、地区計画により宅地化する必然性は極めて低いと考えられるため、原則と

して地区計画の区域に含めないものとするものである。

（地区施設等に関する事項）

〈改正前〉

第 12 条 当該地区計画の策定区域は、交通安全上問題なく、かつ住居系は６．０メートル以上、

非住居系は車道二車線で原則９．０メートル以上の幅員の道路に接しているもの又は接することが確

実であるものとする。

〈改正後〉

第 12 条 当該地区計画の策定区域は、交通安全上問題なく、かつ住居系は６．０メートル以上、

非住居系は車道二車線で原則９．０メートル以上の幅員（周辺の状況により車両の通行に支障がない

と認められる道路に接続している場合はこの限りでない。）の道路に接しているもの又は接すること

が確実であるものとする。

（解説）

地区計画の区域を設定する場合は、既存宅地を含めて区域を設定する場合がある。したがって、地

区計画の区域内で開発行為を伴うものは、都市計画法第 33条第 1項の規定に基づく開発行為に関す
る技術基準で規定する数値を適用することとするが、開発行為を伴わない既存宅地については、公共

施設等の配置など周辺の状況により車両の通行に支障がないと認められる道路（車道二車線は確保）

の場合は、既存道路幅員の規定値以下でも許容するものとする。
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議案第２号

近江八幡八日市都市計画蒲生大塚工業団地地区計画〈東近江市決定〉の決定について(付議)

このことについて、別紙のとおり東近江市長から付議されましたので、審議願います。

平成２６年１０月１日

東近江市都市計画審議会

会 長 森 川 稔



7

東 都 計 第２ ３ ８号

平成２６年９月１０日

東近江市都市計画審議会

会長 森 川 稔 様

東近江市長 小椋 正清

近江八幡八日市都市計画蒲生大塚工業団地地区計画〈東近江市決定〉の決定について（付議）

このことについて、近江八幡八日市都市計画地区計画を決定しようとするので、都市計画法（昭和

43年法律第 100号）第 19条第 1項の規定により、審議会に付議します。
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近江八幡八日市都市計画地区計画の決定（東近江市決定）
都市計画蒲生大塚工業団地地区計画を次のように決定する。

１．地 区 計 画 の 名 称 蒲生大塚工業団地地区計画

２．地 区 計 画 の 位 置 東近江市大塚町の一部

３．地区計画の区域面積 約５．６ｈａ

４．地 区 計 画 の 目 標

本地区は、既存工業団地である布引工業団地と蒲生工業団地との中間にあり、主要地方道等によりこれら工業団地と直線

で結ぶことができ企業間連携に大きく寄与する位置にある。

また、平成２５年に開通した名神高速道路蒲生スマートインターチェンジから約３．５ｋｍに位置し、交通の利便性に恵

まれている。

このことから、地区計画を策定することにより、周辺の自然環境と田園風景との調和を図りながら、工業・業務用地とし

て良好な環境を形成し、将来にわたり維持、保全することを目標とする。

５．区 域 の整 備、 開発

及 び 保 全 の 方 針

土 地 利 用 の 方 針 周辺の自然環境や田園風景に調和した良好な工業･業務用地としての土地利用を図る。

地区施設 の整備方針 市道鈴大塚線は、将来にわたりその機能を維持する。

建築物等 の整備方針
良好な工業・業務地を形成するため、「建築物の用途」及び「壁面の位置の制限」、「建築

物等の形態又は意匠の制限」等を定める。

その他当該区域の整備、

開発及び保全に関する方針

主要地方道八日市蒲生線の有効幅員は９ｍ以上確保できるように整備する。

地区内の公共用地（里道・水路）は、将来にわたり、その機能の維持、保全を図る。

地区内の緑化を推進するとともに、緩衝緑地機能の維持、保全を図る。

周辺環境との調和を図るため、屋外広告物についても制限を設ける。

６．地 区 整 備 計 画

地区施設等に関する事項

（別紙 2のとおり）建築物等に関する事項

土地利用に関する事項

備 考



9

【別紙２】

６

地

区

整

備

計

画

地区施設等に関する事項 市道鈴大塚線（Ｌ＝約１７７ｍ）

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

地区の区分

名 称 Ａ地区 B地区

面 積 約４．７ｈａ 約０．９ｈａ

建 築 物 等 の

用 途 の 制 限

次に掲げる建築物は建築してはならない。
１ 建築基準法別表第２（を）項に掲げる建築物
２ 建築基準法別表第２（ぬ）項第２号に掲げる危険物
の貯蔵又は処理に供するもので政令で定めるもの

次に掲げる建築物は建築してはならない。
１ 建築基準法別表第２（を）項に掲げる建築物
ただし、同項５号に掲げる物品販売業を営む店舗は除く。

２ 建築基準法別表第２（ぬ）項第２号に掲げる危険物の貯蔵
又は処理に供するもので政令で定めるもの

容積率の最高限度 １０分の２０

建ぺい率の最高限度 １０分の６

敷地面積の最低限度 ５００㎡

壁面の位置の制限

建築物の壁面又はこれに代わる柱の面から道路境界線

又は隣地境界線までの距離の最低限度は、次に掲げる数値

とする。

(1) 道路（県道、市道）・鉄道境界線については５ｍ
(2) 隣地境界線については１ｍ

建築物の壁面又はこれに代わる柱の面から道路境界線又は隣

地境界線までの距離の最低限度は、次に掲げる数値とする。

(1)道路（県道・市道）境界線については２ｍ
(2)隣地境界線については１ｍ

建築物等の形態、

意 匠 の 制 限

(1) 建築物の形態・意匠は周辺の景観に調和し、景観上支障がないものとする。
(2) 建築物の外壁、屋根の色彩は、東近江市景観計画に定める田園ゾーンの基準値とする。
(3) 屋外広告物は自己の用に供するもので、色彩、装飾、大きさ等により美観風致を損なわず、周辺の景観形成上支障の
ないもので、屋上及び屋根面に設置しないものとする。

垣、さくの構造の制限
道路及び敷地境界に面して垣又はさくを設ける場合は、生け垣、植栽又は高さが１．８ｍ以下の透視可能なフェンスと

しなければならない。ただし、門柱、門扉に類するもの及び規則で定めるものは除く。

土地利用に関する事項 特に定めない
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理 由 書

本地区は本市の都市計画マスタープランで示す蒲生野地域に位置する。既存工業団地である布引工業団地と蒲生工業団地との中間に位置し、主要地方道

等によりこれら工業団地と直線で結ぶことができ、企業間の連携も大きく期待できる。

現況地目は宅地、山林が大半で、過去に企業誘致用地として宅地化されたが、社会情勢等の変化により実現されず長期間未利用地として放置されてきた

経緯もあり、また、約３．５ｋｍの位置に名神高速道路蒲生スマートインターチェンジが開通したため、地元としても有効な土地利用を図り、地域の活性

化と雇用創出に大きな期待を寄せている。

本市の都市計画マスタープランの蒲生野地域の目標のひとつに、「周辺の自然環境と田園風景に配慮した産業基盤の整備促進」と位置づけており、このこ

とから、周辺環境と調和した工業団地の形成を目標に、新たな工業・業務地区の受け皿として適正な土地利用を誘導していくため地区計画を決定するもの

である。
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総 括 図

蒲生大塚工業団地地区計画

東近江市蒲生支所

名神高速道路

蒲生スマートインターチェンジ

布引工業団地

蒲生工業団地
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計 画 図

Ａ地区

Ｂ地区

地区計画区域界

道路（市道）

宅地

地区界

凡　例
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事　　　項 時　　　期 備　　考

地区計画の素案申出 平成２５年　１月　７日

地区計画の素案に対する措置 平成２５年　３月２９日 東都計第513号

地区計画の原案申出 平成２５年１１月　８日
利害関係人100%同意

運用基準第15条第1項説明会済み

県事前協議書提出 平成２６年　７月２９日 H26.8.19　滋都計第683号　回答

東近江市都市計画審議会
地区計画制度小委員会

平成２６年　８月　５日 H26.8.11　東都計審第3号　答申

平成２６年　８月２５日から 縦覧者　2人

平成２６年　９月　８日まで 意見書　0件

東近江市都市計画審議会 平成２６年１０月　１日

知事協議書提出 平成２６年１０月　上旬 予定

地区計画決定の告示 平成２６年１０月　中旬 予定

図書の写しの縦覧 平成２６年１０月　中旬 予定

計画案の縦覧

都市計画の策定経緯の概要
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東 都 計 審 第 ３ 号

平成２６年 ８月１１日

東近江市長 小椋 正清 様

東近江市都市計画審議会

会 長 森 川 稔

蒲生大塚工業団地地区計画の原案申出につき、意見を求めることについて（答申）

平成２６年７月２９日付け、東都計第１７５号で諮問された蒲生大塚工業団地地区計画の原案申出

につき、意見を求めることについては、東近江市都市計画審議会条例第２条第２号の規定に基づき当

審議会の地区計画制度小委員会で審議した結果、原案を案にすることを適当と認めます。

ただし、地区計画区域内の大塚町自治会所有の土地が、将来にわたり有効に活用されるよう検討さ

れることを意見として申し添えます。
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議案第３号

近江八幡八日市都市計画尻無町東畑地区計画〈東近江市決定〉の決定について(付議)

このことについて、別紙のとおり東近江市長から付議されましたので、審議願います。

平成２６年１０月１日

東近江市都市計画審議会

会 長 森 川 稔
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東 都 計 第２ ３ ９号

平成２６年９月１０日

東近江市都市計画審議会

会長 森 川 稔 様

東近江市長 小椋 正清

近江八幡八日市都市計画尻無町東畑地区計画〈東近江市決定〉の決定について（付議）

このことについて、近江八幡八日市都市計画地区計画を決定しようとするので、都市計画法（昭和

43年法律第 100号）第 19条第 1項の規定により、審議会に付議します。
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近江八幡八日市都市計画地区計画の決定（東近江市決定）
都市計画尻無町東畑地区計画を次のように決定する。

１．地 区 計 画 の 名 称 尻無町東畑地区計画

２．地 区 計 画 の 位 置 東近江市尻無町の一部

３．地区計画の区域面積 約 1.1ha

４．地 区 計 画 の 目 標

当地区は八日市南東部に位置し、市街化区域に隣接している。隣

接地は事業所等が立地するものの、その周辺には住宅地を形成し

DID地区である。300m 圏内に中学校が立地し、住宅地としての環
境に恵まれた位置にある。

区域の現況は、工場跡地で現在は廃屋となっており、防犯面から

もその対応が望まれている。

このことから、地区計画を策定し持続的な土地利用を図ることに

より地域の課題を解決し、周辺の環境と調和した良好な住宅地を形

成することを目標とする。

５．区 域の 整 備、 開 発

及 び 保 全 の 方 針

土 地 利 用 の 方 針

（別紙 1のとおり）
地区施設 の整備方針

建築物等 の整備方針

その他当該区域の整備、

開発及び保全に関する方針

６．地 区 整 備 計 画

地区施設等に関する事項

（別紙 2のとおり）建築物等に関する事項

土地利用に関する事項

備 考
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【別紙 1】

５

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

の

方

針

土 地 利 用 の 方 針 周辺の環境との調和を図りつつ、良好な低層住宅地を形成する。

地区施設の整備方針

良好な居住環境の形成を図るため、幅員 6mの区画道路及び公園を
設置するとともに、市道妙法寺今堀線は、通学路としての安全確保の

ため歩道を設置する。

建築物等の整備方針

良好な低層住宅地としての環境を創出するため、建築物の用途及び

壁面の位置を制限するとともに、容積率・建ぺい率及び建築物の高さ

の最高限度等を定める。また、建築物の形態意匠についても調和が図

られるよう制限を定める。

その他当該区域の整

備、開発及び保全に関

する方針

当該地区の地層の特性を生かし、建築敷地毎に雨水排水処理のため

の吸込槽を設置する。また、区域内道路についても吸込槽を設置し、

雨水排水の流出の抑制を行う。

電柱は道路の有効幅員を確保するため、民地等道路以外の場所へ設

置する。
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【別紙２】

６

地

区

整

備

計

画

地区施設等に関する事項

市道妙法寺今堀線 幅員 9ｍ 延長約 128ｍ
区画道路（配置は計画図表示のとおり 幅員 6m 延長約 345m）
公園（配置は計画図表示のとおり 1箇所 面積約 332㎡）

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

地区の区分

名 称 住宅地区

面 積 約 1.1ha

建 築 物 等 の

用 途 の 制 限

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は建築してはならない。

(1) 住宅（ただし一戸建て専用住宅に限る。）
(2) 建築基準法施行令第 130条の 3に定める兼用住宅
(3) 自治会等の地区住民を対象とした社会教育的な活動又は自治
会活動の目的の用に供するための公民館、集会所その他これ

に類するもの

(4) 前各号の建築物に附属するもの

容積率の最高限度 10分の 10

建ぺい率の最高限度 10分の 6

敷地面積の最低限度 200㎡（隅切部 180㎡）

壁面の位置の制限
建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び隣地境

界線までの距離を 1.0ｍ以上とする。

建 築 物 等 の

高 さ の 最 高 限 度
10m

日影規制・北側斜線

建築物の各部分の高さは当該部分から前面道路の反対側の境界線

又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に 1.25を乗じて得たも
のに 5ｍを加えたもの以下とする。

建 築 物 の 形 態 、

意 匠 の 制 限

(4) 附属建築物を除き、建築物の屋根は勾配屋根とし、屋根の勾配
は 10分の 3以上とする。

(2) 外壁、屋根の色彩は、東近江市景観計画に定める田園ゾーンの
基準値とする。

垣、柵の構造の制限

(1)道路及び敷地境界に面して垣又は柵を設ける場合は、その構造
は生垣または透過性の高いフェンスとしなければならない。ただ

し、門柱、門扉に類するもの及び規則で定めるものは除く。

土地利用に関する事項 特に定めない
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理 由 書

当地区は八日市南東部に位置し、市街化区域に隣接している。隣接地は事業所等が立地するものの、

その周辺には住宅地を形成し DID 地区である。300m 圏内に中学校が立地し、住宅地としての環境
に恵まれた位置にある。

地区の現況は、工場跡地で現在は廃屋となっており、青少年のたまり場となることが懸念されてい

るため、防犯面からもその対応が望まれている。

市街化区域に隣接する低未利用地においては、本市の都市計画マスタープランで「地区計画の導入

により計画的な土地利用の誘導を図る」と位置づけている。

このことから、地区計画を策定し持続的な土地利用を図ることにより、地域の課題を解決するとと

もに、周辺の環境と調和した良好な住宅地を形成することが可能となるため、都市計画の決定を行う

ものである。
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総 括 図

尻無町東畑地区計

東近江市役所
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地区計画区域界

道　　路

宅　　地

公　　園

ゴ　ミ　庫

凡　例

計 画 図
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事　　　項 時　　　期 備　　考

地区計画の素案申出 平成２５年　８月　９日

地区計画の素案に対する措置 平成２５年　８月２９日 東都計第208号

地区計画の原案申出 平成２６年　７月１８日
利害関係人100%同意

運用基準第15条第1項説明会済み

県事前協議書提出 平成２６年　７月２９日 H26.8.19　滋都計第684号　回答

東近江市都市計画審議会
地区計画制度小委員会

平成２６年　８月　５日 H26.8.11　東都計審第4号　答申

平成２６年　８月２５日から 縦覧者　5人

平成２６年　９月　８日まで 意見書　0件

東近江市都市計画審議会 平成２６年１０月　１日 予定

知事協議書提出 平成２６年１０月　上旬 予定

地区計画決定の告示 平成２６年１０月　中旬 予定

図書の写しの縦覧 平成２６年１０月　中旬 予定

計画案の縦覧

都市計画の策定経緯の概要
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東 都 計 審 第 ４ 号

平成２６年 ８月１１日

東近江市長 小椋 正清 様

東近江市都市計画審議会

会 長 森 川 稔

尻無町東畑地区計画の原案申出につき、意見を求めることについて（答申）

平成２６年７月２９日付け、東都計第１７５号で諮問された尻無町東畑地区計画の原案申し出につ

き、意見を求めることについては、東近江市都市計画審議会条例第２条第２号の規定に基づき当審議

会の地区計画制度小委員会で審議した結果、原案を案にすることを適当と認めます。


